


広島市政について
日本共産党広島市議団　中森辰一

　7年前に、自民党がまとまって支援して誕生した松井市政は、まさに自民党市政です。
　財政困難を理由に自治体リストラを進め、医療や介護では国の削減政策をほぼそのまま市民に押し付ける一方で、中国地方の中心都市（道州制施行の際の中国州の州都を遠望する）をめざして不要不急の大型公共事業をつぎつぎと推進しつつあります。
被爆都市、平和都市ヒロシマとして特別の役割がある平和行政としても、核兵器禁止条約への署名を政府に迫ることができないし、アメリカの核体制強化への見直し（ＮＰＲ）を「高く評価」する政府に抗議の声一つあげられないのでは、広島市長の資格が問われます。
いま、広島市政に求められているのは、大型開発より市民生活を優先させる姿勢であり、社会保障を削減する政府にしっかりものが言える市政です。そして、被爆地広島の特別な役割を自覚して、自民党政府に言うべきことがきちんと言える市政です。

２００万人都市圏構想による大型開発よりも市民生活優先、防災優先のあり方に転換を

[bookmark: _GoBack]２０１６年２月１５日、広島市は、経済面や生活面で深く結び付いている地域としているが、東は世羅町から西は山口県上関町まで、北は北広島町などの２３市町との間で「連携協約」を結び、広島市が圏域全体の経済成長をけん引する連携中枢都市宣言を行い、「２００万人広島都市圏構想」を推進する方針を発表しました。この方針のもとに策定された「ひろしま都市活性化プラン」は、「都心にふさわしい広島の顔となる空間づくり」を基本方針にすえ、巨大開発や高次の都市機能の集積・強化へ拍車をかけるものとなっています。
例えば、これまで約９５０億円の巨費を投じてきた広島駅周辺開発では、駅北口開発に続き、電車の軌道を大幅に変更し、広島駅前大橋から駅舎の二階の高さに電車を乗り入れる総事業費１５５億円（どれだけ膨らむかわからない）の広島駅南口再整備事業や、広島駅自由通路を延伸し、Cブロックから愛宕踏切までの３８０メートルのペデストリアンデッキを整備する(約５０億円)としています。
採算性・必要性がなく災害の危険性が大きいと地元住民が工事差し止めを求めた広島高速5号線トンネル工事（２８０億円）は２０１８年秋口に、始まろうとしています。
さらに、広島広域公園から西広島駅までの７．１キロメートルのアストラムライン延伸工事（５４０億円）を始める予算など、次々と大型開発の予算が計上されています。
西風新都でも賑わいを生み出すとして、民間業者が開発できなかった善當字地区の土地を市が６億円で買収し、１２０億円かけて道路をつくることになっています。
国道２号線の延伸工事（市負担は１００億円）を再開してほしいと国に要請していますが、いずれにしても、市民の暮らしの予算を削りながら、将来世代にさらなる負担の押し付けになる巨大開発優先の市政となっています。
こうして広島市の拠点性と経済力を高め、市民生活に関わるソフト面での協力関係を整備していくことは、結局、他の自治体の自立の力を弱め、人口の面でも広島市への集中を促すことにならざるを得ないことになります。それは、広島市以外の都市が共存発展する道とは矛盾する方向です。
さらに、都市再生特別措置法の緊急整備地域に国が認定した地区で、高層ビル建設を誘導する地区計画が進められていますが、その地区計画の一部が世界遺産「原爆ドーム」のバッファゾーンと重なっています。世界遺産の価値を守るために景観上の高さ制限をかけながら、一方で高層ビル建設を誘導する区域にバッファゾーンを含めることは、政策の矛盾です。しかも、この二つは同一局の中で行われているもので、バッファゾーンの問題が市行政の内部で共有されていないことを露呈するものです。
一方、貧困世帯が増え、安価な住宅を求めて市営住宅の応募倍率が高くなるなか、市は集約型都市構造を形成するとして市営住宅の再編・集約化を行い、一般世帯の減少に合わせた管理戸数の削減を基本目標にしています。また、階段室型の市営住宅へのエレベーター整備は、整備条件がある市営住宅でも、費用対効果が低いことを理由にエレベーター整備を中止したことは、安心・安全なバリアフリー住宅を提供する市の責任放棄です。
昨年、高齢者、障害者、一人親世帯などの「要配慮世帯」に住まいを確保する「住宅セーフティネット法」の改正法が施行されたものの、市は民間賃貸住宅に入居する「要配慮世帯」への家賃補助には後ろ向きであり、本気で「要配慮世帯」に住宅を保障する姿勢があるかは重大な疑問があります。
　また、２０１８年７月７日、１９９９年６月２９日、２０１４年８月２０日に続く、大規模な豪雨災害が発生しました。いずれもほとんど対策が行われていないところで発生しており、同様の災害がいつ発生するかわからない状況を考えれば、国や県では、公共事業のあり方を防災優先に切り替える必要があります。
同時に、広島市としても、迅速な避難を確実に進められるように、ソフト面のシステムの整備と合わせ、ごく身近なところに十分な収容数が確保された避難場所を急いで整備する必要があります。そういう点でも、広島市としても、大規模再開発や大型道路建設などに注力している場合ではなく、防災優先に切り替える必要があります。

松井市政２期目の「広島型・福祉ビジョン」

２期目の松井市政は、「広島型・福祉ビジョン」を発表し、「自助」「共助」「公助」（この並びが優先順位）の「適切な組み合わせ」で「子ども・子育て支援、高齢者福祉の充実」と「持続可能性の向上」を達成すると打ちあげました。
このビジョンの下で、子どもの医療費補助の拡充に取り組み、入院は中学卒業まで通院は小学校３年生までに広げました。ところが、全国に例のない新たな所得基準を持ち出して、就学前の１万７０００人の子どもたちの窓口負担が大幅に増やされました。子育て支援を拡充する「公助」の財源は、受益層の中でも負担能力に応じた負担を求めるといい、新たな負担を正当化しています。保護者や市民からの批判を受けて、この措置への影響調査を余儀なくされましたが、その結果、負担が増えたために、受診をためらった例があったことが明らかになっています。
高齢者の分野では、年間６０００円の公共交通費助成を廃止し、いきいきポイント制度への移行を狙いました。社会参加を促す交通費助成制度が、日常生活のために使われているから制度の目的に反しているというのが理由です。しかし、いきいきポイント事業に参加できない高齢者もいるという反対の声を受けて、補助額を半減はしたものの、廃止の時期を明らかにできないままです。
市単独の「公助」は、関連施策の充実と合わせ、整合性・持続可能性等も併せて考慮し、全体としてのバランスを確保するとして、高齢者福祉にかかわる独自施策は、切り捨ての方向です。
また、国の相次ぐ社会保障改悪の流れから市民の暮らしを守る防波堤の役割を放棄しています。特に変質させようとしているのが、市が運営してきた国保事業です。国が目指してきた統一保険料・統一ルールの県単位化を県と一体になって推進してきました。
これまで、市として高すぎる保険料をわずかでも軽減するためおこなってきた一般会計からの法定外繰り入れを廃止する6年間の計画をたて、市民の暮らしを守る姿勢を放棄しました。さらに、窓口一部負担減免や子育て世帯ほど重い保険料負担の軽減など市の独自施策を求める声に背を向けています。「持続可能な制度へ」といううたい文句で市の財政負担を縮小することが、制度を維持するために必要だという考えです。制度は残っても、市民のくらしが破たんしては本末転倒です。
市民には負担の分かち合いを求める一方で、公助ではなく互助・共助の地域の支え合いを推進する方向を強めています。介護保険では、軽度者の訪問・通所サービスが自治体による総合事業に切り替わり、住民主体サービスや安上がりサービス中心のあり方に変わっています。この総合事業をはじめるにあたり、市は、高齢者に「介護保険は使わないのが幸せ」という意識を醸成するとはっきりうたっています。
こうした中で、国は、「地域共生社会」の名目で高齢者、障害者などへの施策をひとまとめにしたうえで、住民の互助にゆだねる「『我が事・丸ごと』地域づくり体制の整備をめざしています。これを受けて区役所（今年度は東区のみ）に「地域たすけあい課」を新設しました。「エリアマネジメント」という名前を使い、地域住民の参加を促し、「多様な」担い手による体制を確立させる役割を担うとしています。これが国や自治体が地域福祉から手を引き、地域の自主的な努力や「助け合い」に“丸投げ”することにならないか警戒が必要です。

市立小中学校への少人数学級の推進と子どもの権利条約に基づいた学校運営を

広島市の公立学校でのいじめの認知件数が、２０１６年度は前年の約２倍の１０２９件に急増し、不登校生徒もここ数年、毎年約１０００人と減っていません。
２０１９年７月、夏休みに入って直後に中学校３年生の女子生徒が学校の屋上から飛び降り自殺する事件がこの広島市立の公立中学校でも起きました。いじめを苦にしての自殺だったことは学校も認めました。
いじめや不登校が減らない背景には、過度な競争教育が子どもの人格形成に悪影響があるという認識と反省が広島市にないということにあります。一斉学力テストも止めようとせず、学力向上のためとひろしま型カリキュラムを押し付け、管理と競争の教育を推し進めている広島市教育委員会の責任は重大です。
一方、子どもたちに行き届いた教育条件をという点で３５人学級の中２、中３への拡大を求めてきましたが、依然として習熟度別少人数指導を実施していることを理由に応じません。しかし、進路の悩みや思春期の一番難しい年代でありこの課題は重要です。
また、将来の少子化が予測されることを理由に定数内の臨時採用教員を減らそうとしないのも問題とあわせ、民主的な学校運営と教員の多忙化解消も重要な課題です。
さらに、広島市でもほとんどの中学校で生徒指導規定が作られ、違反する行動をとった生徒には、別室指導など特別指導が行われていますが、こうした指導や学校の在り方を子どもの権利条約とのかかわりでとらえなおし改善することが必要です。
また、この間、安倍政権の経済政策の下で格差と貧困が拡大し、子どもの貧困問題が大きな社会問題となってきました。昨年度、広島県が各市町と行った子どもの生活実態調査で、４人に１人が生活困難層にあると中間報告が出された中で、市民の教育費の重圧に対しては、要保護、準要保護世帯に絞った選別主義施策しかなく、中間層を含めた重圧に対しては全く施策を示すことができていません。
また、現在中学校６４校中４３校がデリバリー給食方式で、年々申し込み率も減り続け、少なくない学校で１０数%と平均で４０％切る状況です。残食率は２３％と自校調理に比べて高く、学校によっては申込率１０％台と、クラスに５，６人しか利用しないという学校もあります。生徒総数の約４割しか利用しておらず、とても学校給食とは言えません。体も心も大きく成長する時だからこそ、中学校でも完全給食を実現することが広島市の教育行政の責任です。

放課後児童クラブは公設公営無料を守れ

児童館の未整備学区は未だに２０を超えます。整備ペースを抜本的に引き上げるとともに、小学校６年生まで対象が拡大されており、放課後児童クラブは児童館も含めて、トイレの男女別化、洋式化などの環境整備が急がれます。
　一方、広島市は「受益者負担」を持ち出し、全面的な有料化導入を狙って、２０１８年の夏休みから、有料による長期休業中の開設時間延長を導入しました。どの子も安心して利用できる学童保育として、放課後児童クラブの無料継続と保育の質と内容も含めての拡充が求められています。

中小企業・小規模事業者への施策を重点に

　２０１８年度の広島市の実際の商工業振興予算は、わずかに約９億円しかなく全体の０．１％程度。他方で、広島市内に新たに立地する企業に最高で１０億円も補助金を出す企業立地促進補助制度では、同年度４６億円も予算がつけられました。３万社以上ある中小企業小規模事業者は、広島市政では軽視されていると言わざるを得ません。
　政府が市民生活に攻撃を繰り返す消費税増税や社会保障制度切り捨て政策を進めてきている中で、市民生活を守る施策をほとんどやっていないことも、市内での購買力を高める点では大きな問題です。
　税金のムダづかいという点で重要な問題が企業立地促進補助制度です。多くの申請企業が一括支払いを望んだとのことで、今年度は前年度に比べて２．５倍の４６億円に急速に膨らみました。
　企業立地促進補助制度は、１０年間で１０６の企業に１７８億円も給付しますが、そのうちの６５％が大企業や大企業グループ企業に交付されます。しかも、製造業だけではなくて小売り大手や自動車販売会社にまで最高１０億円が交付されるもので、経済政策としてはほとんど意味のない一部企業へのバラマキとなっています。
　広島市は観光に大きな力を注いでいますが、広島市の重要な観光資源は「平和都市」「被爆都市」世界遺産「原爆ドーム」などです。これらを目当てに国内外から大勢の観光客が広島市を訪問することは、原爆被害の認識を広げていく上で大事なことです。しかし、「おもてなし」などを理由にその存在の意味や世界遺産の価値を損なうようなあり方はたいへん問題です。
　広島市行政と業者側が結託して、市民の知らないうちに法の網をくぐる準備を進めたうえで、水上料亭であるかき船「かなわ」の、世界遺産のバッファゾーンのコア部分である元安橋近くへの移設を強行しました。松井市政は、特定の業者の利益を世界遺産の価値を守るという公共の利益の上に置いたのです。
　また、元安橋の東詰めにオープンカフェを合人社計画研究所というマンション管理が本業の企業に運営させてきましたが、昨年、客が増えて手狭になったと店舗スペースを拡張しました。
いずれも、世界遺産「原爆ドーム」のバッファゾーン内であり、本来開発は認められない場所です。そういうところであるにもかかわらず、あえて特定の業者を優遇して世界遺産という市民共通の財産の価値を損なう松井市政が、「平和都市」「被爆都市」を運営する資格があるのか疑わしいと言わねばなりません。

出島埋め立て場の積極的な活用が課題

　広島市のごみ量は、分別政策のおかげで他の都市に比べて少なめで推移してきました。この方向は今後も続ける必要があります。広島市のゴミ焼却工場については、老朽化した安佐北工場を閉鎖し、南工場を建て替えた上で中、南、安佐南工場の３工場体制に移行しようと計画しています。
　新規に計画している恵下埋め立て地は、新規の埋め立て予定地から鉛やタイヤの燃え殻が出てきたことなどにより、建設が２年程度遅れる見通しとなり、現在の玖谷埋立地の使用を延長せざるを得ないとしています。
他方、出島に建設した広大な産業廃棄物処理場は、４年経っても４％程度の埋め立て量に留まり、地元との約束である１０年間で満杯にすることはほぼ不可能な状態です。
約５００億円もかけて建設され、広島市もその３分の１を負担した施設であり、どのように積極的に活用するか、重大な課題となっています。



